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はじめに
外国語学部ドイツ語学科の同僚教員の一部から，学科で現在も有効な慣行とその由来につい
て記録を残して欲しいとの要望があった。本来この役割に相応しい方は別におられると思いつ
つも，お引き受けした。ただし，報告者の本学奉職以前のことについては，当然ながら，当事
者として直接に関ることはしていない故に，この時期の出来事についてはその大部分につい
て，当時を知る方々からのご教示に頼っている。また，いわゆる「新々カリ」成立経緯の細部
についても直接の関りを持つことは少なかったので，本稿においては，いわゆる「新カリ」導
入までに成立していた学科の諸慣行で，いまなお意味を持っていると思われるもののうち比較
的重要と判断されるものについて記述することとする。
本報告が意図するところは，ドイツ語学科が，その設置目標の達成のために，そしてその関
連で言及されている方法論的示唆に対する対応という点で何をしてきたか，を振り返り，主要
なポイントのいくつかを具体的に記述することにあるが，同学科が行なってきたことも，京都
産業大学外国語学部という枠の中で行なわれてきたことであるところから，まず，その枠組の
概略を振り返っておくことが必要と考えられる。さらに，同学科が行なってきたことも，いか
なる動きも必ず何らかの別のものの動きに対する反応でもあるという側面を有しているという
一般条件から逃れるものではないと考えられるところから，同学科（の教員たち）が意識的，
無意識的に念頭に置いて動いてきていた「別のものの動き」をも，関連があると思われるもの
の幾つかについては視野に納めておくよう心がけたいと思う。
多くの方々にとっては既知のことを想起しているにすぎないことが多々含まれている点につ
いては予めご寛恕を願っておきたい。
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A．外国語学部について
Ⅰ．設立からいわゆる「中間答申」まで
1．外国語学部の設立
外国語学部第一期生を迎えることになる昭和42年度（1967年度）用につくられた『外国語
学部案内』（以下，『案内』）には学部の「教育目標」について，「本学の外国語学部は，実際に
生きて役立つ語学力の徹底的訓練と共に，世界の文化にふれた国際人を育成するのを目的とし
ている。」とある。
この目標を掲げる学部の設立の契機となったのは，なによりもまず，本学において，時代の
要請に対応できる人材の育成を可能とする態勢を新たに整備する必要性が当事者たちのあいだ
で強く意識されていたことにあったと推定される。
佐藤吉昭名誉教授1）によると，当時わが国は，高度成長期の真只中にあり，速度においても
激烈さにおいても従来のものとは次元を異にするものといってよいほどの急速急激な国際化の
波にさらされていた。もはや戦後ではないと言われてから久しく，「大学の大衆化」というこ
とが叫ばれ始めてもいたこの時期は，なかんずく後発私学にとっては，「学術語」としての外
国語（のみ）でなく，「生活言語」というレベルでの外国語を学生に修得させることに成功す
るか否かは，その大学の存立を左右することにもなりかねないと考えられていたと言っても過
言ではなかったような時期でもあったとのことである。
本学第1期入学生が第3年次に入り，それぞれの専門課程の勉学に力点を移していこうとし
ていたこの時期，当時の本学の指導層および教職員の一部は，時代のこのような風潮を敏感に
感じ取っていた。なかんずく，それまでの2年間，受け入れた学生たちの外国語教育を担当し
てきた教員団の一部には，自分たちがやってきたことは，「実際に生きて役立つことのない語
学力」を身につけさせるべく「中途半端な訓練」を学生に対して実施してきたにすぎず，しか
も「世界の文化に触れたことのない，いわば井の中の蛙のような人間を育成しようとしてき
た」にすぎなかったのではなかったのかとの強い自責の念もあったとのことである。
上記『案内』の宣言は，このような認識と自責の念を梃子に，当時の日本社会のニーズに応
えて，将来それぞれの職場において職場とその環境のニーズに対応できるだけの外国語運用能
力を身につけた人材を育てることを直接目標とする学部の設立を宣言しているものと解するこ
とができよう。― 外国語運用能力という言い方自体は当時まだ本学においては必ずしも一般
化していたわけではないようで，上記『案内』も，学生側における外国語修得努力，あるいは
逆に教える側での教育努力については，その努力の対象となっている内容を実際には「語学」
という名称で呼んでいる。（言語・外国語の学習・習得 － 努力 － を「語学」と呼ぶ「慣行」はわ
が国では巷間広く流布しているものでもあり，本学部内においても1970年代以降も依然とし
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て残っているものではあるが，学部内では，用語の面で ― おそらくは心理面でも，実際面で
も ― 或る混乱を引き起こしている感は否めないように思われる。）
本学設立の際にも問題となったと推定される「本学においていずれの言語ないしは外国語を
（教養課程において）教えるか」という問題は，外国語学部設立に当たっては，一層真剣に検
討されねばならなかった筈であろう。
20世紀後半（以降）の世界におけるリングア・フランカ，それのみか，或る意味では当時
既に現代のコイネーとなるかも知れない可能性を示していたとも言える英語ないしは米語に関
しては，新設学部において対象言語として取り上げることにおそらく異論はなかったと思われ
る。しかし，英米語以外の諸言語については，日本人の圧倒的多数が置かれている現実を念頭
に置くとき，事情は異なっていたのではないかと推測される。
英米語以外の諸言語についても，日本の社会全体としては，当該言語を母語とする相手方と
その言語で直接渡り合うことのできる一定数の人材が常に必要であることについては，異を挟
む当事者はいなかったと推測されるとしても，そのような人材の必要数は既存の諸教育機関で
訓練を受けている人々で十分充足されうるのではないのか，英米語以外の諸言語についても，
後発の本学が寄与しうる余地がまだ残されているのか，といった点については諸論があったの
では，と推測される。しかし，この点でのいわゆるマーケティング・リサーチが十分になされ
たか，あるいは的確な状況判断がその立場にある人々にあったか否かについては，現在では，
当時を知る人々も必ずしも明確な情報を与えることはできなくなっているようである。
むしろ，新設予定の学部においてどの言語を学ぶ可能性を提供するか，具体的には，英米語
学科以外にいずれの学科を設置するかについての決定においては，当時の日本社会の諸要請，
および日本を取り巻く世界の客観情勢についての或る共通認識のほかに，当時既に本学に実際
に在籍していた教員スタッフの（潜在）能力のより顕在的な活用，学部新設に向けて招聘が検
討されていた就任予定者たちの専攻分野と，これら関係者たちそれぞれの思い入れといった諸
点も ― 当然とはいえ ― 一定の役割を果たしていたのではとの印象の方が強かったとのこと
である。いずれにしても最終的には，新設される外国語学部は，学科レベルでは，言語学科，
英米語学科，ドイツ語学科，フランス語学科，中国語学科の5学科をもって構成されることと
なった。
2．外国語学部の組織構成
上述したように本学部は，上記『案内』によれば，「教育目標」を「実際に生きて役立つ語
学力の徹底的訓練と共に，世界の文化に触れた国際人を育成するのを目的としている」として
いる。
その上で，同『案内』は，学部の学科構成に関する具体的記述において，ま
・
ず
・
，（1）として
「言語学科」を挙げ，つ
・
い
・
で
・
（2）として，言語学科に属していないとともに，履修スタイルに
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おいて相互に多くの共通性を設立当初から有していたところから，のちにしばしば「独立4学
科」と一くくりにされることもある，英米語，ドイツ語，フランス語，中国語各学科を置いて
いる。
最初に置かれている言語学科は，「専攻語を言語学的，音声学的立場から研究する部門」
（『案内』1頁）と包括的にまず定義され，その上で更に「言語学科は二つの目的をもっている」
（同8頁）とされ，そこでは教養課程において，ロシア語，スペイン語，インドネシア語に英
米，独，仏，中の4言語を加えた計7言語（昭和47年度からはイタリア語が加わって，8言語と
なる。）の中から1言語を専攻語として履修し，専門課程においては専攻語の学修を続けると
共に，併せて「言語学」の研鑚をも深めるものとされていた。
英米語，ドイツ語，フランス語，中国語をそれぞれの学科名にいただく4学科にあってはい
ずれも，教養課程においてそれぞれの学科名に冠されている言語を専攻語として学んだあと，
専門課程においては専攻語の学修を継続・深化するとともに，それぞれの専攻語そのものを学
修・研究対象とする××語学（linguistics）と，当該の言語が使用されている地域の文学，文
化とを学修・研究対象とする，どちらかというと人文科学的色彩の濃い「語学文学専修課程」
（「兼修語学科目」を別にして72単位。年度によって「語学・文学専修課程」と記されたこと
もあるが，以下において，この点に特に注目することはしないこととする。）と，実業界での
実務的活躍を目指した「貿易国際専修課程」（同様に，「兼修語学科目」を別にして72単位。年
度によって「貿易・国際専修課程」が用いられたこともあるが，以下においては，この点にも
特に注目することはしないこととする。）のいずれかをも併せて学修するものとされていた。
なお，『案内』に見られる段階では，独立4学科の3年次生，4年次生向けに予定されていた
「専攻語学科目」というカテゴリーの中での「××語演習」は，他の幾つかの専攻語学科目と
同様，両「専修課程」の共用科目として考えられていたようである。さらに，これらの演習に
は，当該の言語を専攻語とする言語学科生も参加することができるとされていたようである。
言語学科生のうち，ロシア語，スペイン語，インドネシア語を専攻語とする学生のためには，
「専攻語学科目としての××語演習」は，上記『案内』の段階では，3年次生向けにしか予定さ
れていなかったようである。
外国語学部学生は，日本で通常用いられている意味での「所属学科」に関係なく，習熟度・
達成度に差異が想定されていることは当然としても，全員が3種類，ないしはそれ以上の言語
を履修しなければならないとされていた。そして，専攻語学（第1外国語），一般語学（第2外
国語），あるいは兼修語学（第3外国語）として選ぶことのできる言語としては12の外国語な
いしは言語が提供されていた。（『案内』はその第IV部「各語学解説」において，これら12言
語について（イ）から（カ）にわたってそれぞれの有用性を説明しているが，少なくとも，ド
イツ語に関する限り，ここで述べられていることは，今日なお，意味をもつ記述を含んでいる
と言える。なお，言語数が12であるのに，「解説」が14項目あるのは，（リ）と（ヌ）が「言
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語学」と「音声学」についての「参考解説」となっているためである。）
12の言語ないしは外国語について（本格的な）学修の機会が提供されているということは，
当時の私学においてはむしろ異例と言ってよく，或る時期，本学部が受験生および一部識者の
あいだで注目を集めることになった大きな要因の一つであったように聞いている。
他方，外国語学部の組織構成は，少なくとも『案内』の記述とレイアウトに見る限り，誤解
を招く可能性を自らに内包していたと言えなくもない。
「実際に生きて役だつ語学力の徹底的訓練と共に，世界の文化に触れた国際人を育成するの
を目的としている」外国語学部に，「専攻語を言語学的，音声学的立場から研究する部門」と
しての言語学科が，いわば，学部の主要構成部分の一つ，それのみか第一の主要部門として
― すなわち，言語修得のための有益ないしは必須の補助部門の一つ，あるいは修得された言
語を基礎にして，その上に構築される筈の重要な学問的上部構造としてではなく ― 存在して
いるかの印象を与えていたことは，外国語学部は，その建前にも拘らず，その実態においては
文学部的色彩の濃いものなのではないのかとの印象を対外的に与えかねないことにもなってい
たのではと推測される。本学部の根本目標を或る意味で見えにくくするという側面を含んでい
たとも言えるこの点には，後述するように，比較的早い時期に変更が加えられていくことにな
るが，それでもなお，「言語学科」に，「言語学の研究」を主たる対象（＝専攻）とする部門
と，「言語学の研究」を主たる対象とはせず，いわゆる独立4学科と主たる目標を共有する（か
にも見える）3（昭和47年度からは，4）部門とが共存しているということは，このような構
成をとらざるをえなかった実際的理由が主として法制面での対処に由来していたとはいえ，少
なくとも外部からするなら理解しにくい側面を持っていたことは否めないであろう。（この点
は，1970年代後半になってもなお，報告者が関東の受験生からしばしば受けた質問の一つが，
「京産大の言語学科って何なんですか？」というものであったことにも見ることができるよう
に思われる。）そして，言語学科に内在していたこの一種の二重性格性の理解について，学部
構成（教）員の間でも必ずしも常に一義的に見解の一致が存在していたわけではなかったこと
は，1990年代後半になってもなお，学部教授会の或るセッション（Sitzung）において，この
学科の名称として冠されている「言語学」が排他的にLinguistikであるのか，あるいは
Philologieをも含むものなのか，との確認を求める発言が聞かれたことにも見ることができる
のでは，との印象を報告者は持っている。
3．外国語学部のカリキュラム
外国語学部開設の主要契機の一つは，上述したように，全学学生向けの教養課程における外
国語教育カリキュラムでは，当時の日本社会が必要としていたレベルにまで，学生の外国語運
用能力を伸ばすことが不可能であるとの，開学以来2年間の経験にもとづく，担当教員たちの
共通認識の存在にあった。そしてこの点は，いわゆる既習語である英米語の場合にも既に当て
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はまることであったようであるが，いわゆる初習語の場合には，一層切実な問題と見られてい
た。そこから，新設されるべき外国語学部においては，専攻語学修のための時限数は，大学に
おける教養課程の2年間という枠組の中で通常，外国語授業に提供される時限数のみでは不十
分であることは自明的とされ，相当数の時限数を，それも4年間全体にわたって配当すること
が必要と考えられていたとのことである。
この勘考からは二つの決定がなされた。
1）専攻語授業の位置付け
4年間の専攻語授業を一貫した専攻語教育とすることを容易にするために，1，2年次生の専
攻語授業についても，「教養科目」というカテゴリーに属する科目という点は保持しつつも，
開講科目や授業内容，担当者の決定等については，事実上，外国語学部が直接に責任を持つこ
ととした。（学科を構成するために必要とされる教員数 ― 『大学設置基準』参照。具体的数
字は「別表」に示されている。― との関連で，この負担増にもとづく特別な配慮が各学科に
対してなされたか否かは，明確でない。）
2）専攻語授業時限数の確保
上記『案内』では，全ての学科について，卒業に必要とされていた総単位148単位のうち，
専攻語授業時限数のみで1，2年次の2年間に計24単位が必修とされ，3年次，4年次について
は言語学科においては，「専攻語学科目」が（演習の履修可能性を含めて）それぞれ10単位が，
他の4学科の語学文学専修課程においては3年次，4年次には各12単位が，貿易国際専修課程
においては前者と共通の諸科目に「商業用語」を加えて両年次とも14単位が必修とされてい
る。
結果的に，在学中の4年間に，学修時限数になおすと，試験およびそのための準備，平常の
授業のための予習・復習などの学習時間を除いた純粋に専攻語の授業時限数のみで，欠席がな
いとした場合，少なく見積もっても平均的に，言語学科で総計520コマ，1,040時限，いわゆ
る独立4学科の貿易国際専修課程では624コマ，1,248時限，語学文学専修課程では572コマ，
1,144時限の専攻語授業を受けることを可能としていた。語学文学専修課程の学生にとっては，
専攻語関係の「講義」（24単位）や「専修学科目」（18単位）が加わるところから，実質的に
専攻語と関連の深い授業時限数はさらに増えることになる2）。
他方，このことは，「ことばの修得そのものを第一義とする授業」への配当単位数が「講義」
に対するものに比して少ないという事情から，外国語学部学生の履修すべき科目数，ないしは
時限数が他学部の学生に比して相対的に多くなるという随伴現象をも生むこととなった。
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3）その後の推移 ―『中間答申』にもとづく「新制度」導入まで
以上の回顧が既にその一部を暗示しているように，外国語学部は，設立当初から，一貫性の
欠如，ないしは或る種の不明確さをその組織構成自体に内包していたと言えるように思われ
る。
i ．言語学科の場合
設立年度である昭和42年度用の『学生便覧』および『案内』において，言語学科がいわゆ
る独立4学科の前に置かれていたことには上で触れたが，この状況は，3年次生向け，4年次生
向けに予定されていた「専門課程開設語学科目」の呼称が，履修年次に合わせて，××語講読
III，同IVなどと明確化されている43年度の『学生便覧』においても変わっていない。（なお，
同『学生便覧』に見る限り，科目名の変更が授業内容の変更をも伴っていたようには見えな
い。）
上記『案内』の意味での言語学学修が「生活言語としての外国語をまず修得させることを目
指す外国語学部」の学修において主軸的な地位を占めるかの印象を与えかねない記述とレイア
ウトの適否については設立当初にも諸論があったように聞いているが，このあたりの事情が関
っているのかも知れない事象として，その後の推移の中から2点のみに触れておきたい。
まず，記述の順序について見ると，昭和46年度（＝後述する「新制度」が導入されたと思
われる年度）用『学生便覧』においても尚，外国語学部学生にとっての「卒業に必要な最低単
位とその配当」の項において，そのIとして「教養課程」の説明をしたあと，「専門課程」の説
明では，そのIIとして，言語学専攻を除いた言語学科，そのIIIとして言語学科言語学専攻，そ
のIVとして，いわゆる独立4学科が来るという順番になっている。この順序は47年度用にお
いても変わっていない。
ところが，昭和48年度用においては，独立4学科と，言語学選修（名称については後述。）
を除く言語学科の4選修とを一まとめにしたものがまず挙げられ，そのあとに言語学科・言語
学選修が来ている。そして，このスタイルのレイアウトは，基本的にその後も踏襲されていく
ことになる。
さらに，学修内容について見るなら，上記『案内』に見る限り，言語学科は自らを「専攻語
を言語学的，音声学的立場から研究する部門」と定義付けつつも，3・4年次の専門課程にお
ける実際のカリキュラム構成においては，専攻語科目（20単位），言語学科目（16単位），お
よび専攻語が用いられている地域の事情に関わる科目（「地域事情」，4単位），さらに「専修学
科目」として，いわゆる独立4学科の「語学文学専修過程」あるいは「貿易国際専修課程」に
準じたスタイル（前者に準じたスタイルの場合は，当然ながら，それぞれの専攻語について，
と推定される。）で16単位履修することとされている。実際に履修規定の変更そのものも既に
その時点で行なわれていたか否かは定かでないながら，本学部言語学科スペイン語専修（現行
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表記による。）の三好準之助教授によると，昭和42年度に入学してきた学生が3年次生となっ
た昭和44年度には，彼ら（のうち「言語学」を専攻とはしない学生たち）は，事実上，いわ
ゆる独立4学科の学生と同様の単位数配当にもとづく，「語学文学専修過程」あるいは「貿易
国際専修課程」の学修を始めることができていたとのことである。同じく三好教授によると，
昭和45年度からは，言語学科目学修に主眼を置く「言語学専攻」が言語学科の中で「別枠と
なった」とのことであるが，これは逆に言うと，ロシア語，スペイン語，インドネシア語を専
攻語とする学生の一部について，いわゆる独立4学科の学生と同一スタイルの学修が実質的に
可能となっていく方向性が一層明確となっていっていたことを示していると見てよいであろ
う。
第二に，外国語学部の本来の目標と学部の実態という視点から見て上と類似する意味を持ち
うると考えられる推移としては，昭和47年度，専攻語にイタリア語が加わって，言語学科の
学生が専攻語として選択しうる言語が8言語となるとともに，ロシア語，スペイン語，インド
ネシア語およびイタリア語を専攻語とする学生で，いわゆる独立4学科型の学修をする学生に
対しては，「言語学科目が必修から外され」（三好教授。），しかも，これらの学生の教育を所轄
する組織としては，専攻語名をそれぞれ冠した「4選修」が，そして逆に，専攻語がいずれで
あっても言語学を学修の主眼に置く学生の学修を所轄する組織としては「言語学選修」が置か
れたことを想起することができるであろう。（この時期には，後述のように，既に外国語学部
においては大きな変革が始まっていて，「いわゆる独立4学科型の学修」の内容も，昭和45年
度までの入学生向けのものとは部分的には大きく変わっていたと推定されるのではあるが。）
「選修」という名称は，その後 ― その間に，二つの「専修課程」が「コース」に変わってい
たこともあって ― 昭和56年度より「専修」という名称にとって代わられることになるが，
47年度にできた言語学科の5選修/専修制は（ロシア語選修がスラブ語選修と呼ばれる時期が
あったりはするが）いわゆる「新カリキュラム」の導入（平成12年度）まで続くことになる。
（以上，同じく三好教授のご教示による。）
ii．いわゆる独立4学科の場合
「専攻語を言語学的，音声学的立場から研究する部門」と定義付けられた「言語学」の学部
内での位置付けとこの学科の二重性格性という問題は別にしても，学部は，いわゆる独立4学
科についても，無視できない諸問題を内部に抱えていたようである。ここでは二つの点のみに
注目する。
a．貿易国際専修過程の場合
まず，第一は，これら4学科の場合 ― 現実には言語学科の言語学選修/専修以外の3/4選修/
専修も同じ問題を抱えることになるのであるが ― 貿易国際専修過程にあっては，この専修課
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程の名称そのものは本学学名の与えるイメージに相応しいものであったとはいえ，この専修課
程の本来の特徴的科目群となる筈の「専修学科目」24単位については，昭和42年度の『学生
便覧』等に見る限り，実際にはカリキュラム構成上，担当者の面からも，講義内容の面から
も，専攻語との関連付けは，英米語学科以外，必ずしも満足できるものとは言えなかったこと
を挙げることができよう。さらに，担当者についての学部の責任という面では，いずれの場合
も，現在折あるごとに力説されている，（単一キャンパス上にある）「総合大学の利点」という
表現に込められている情動に近いものに寄りかかって凌いでいたというのが実態であったよう
である。この面からも，昭和46年度に始まる（と推定される）「新制度への移行」は必要とさ
れていたと言えよう。
b．専攻語学修の位置付けについて
この問題以上に深刻であるとともに，或る意味で遥かに長く尾を引くこととなったのが，本
学部の，「実際に生きて役立つ語学力の徹底的訓練と共に，世界の文化に触れた国際人を育成
する」という設立目標の理解と，この目標を達成するための方法論において，学部構成員の見
解が必ずしも一致していたわけではなかったことにあったとのことである。
本学外国語学部には，たとえば近代日本の黎明期に最初から国家的要請にもとづいて「外国
語学校」として設立されたわけでもなく，さらにはたとえば，先在している伝統的「文学部」
に対する或る種の補完機構ないしは対抗軸として設立されたわけでもなかったことに由来す
る，基本性格の或る不明確さが付いてまわっていたとのことである。
外国語の初級学修を伝統的な意味での文学や語学の研究のための手段獲得のためのものと捉
え，その後の外国語学修についても，当該言語圏の文化・文学の研究や，語学・言語学（lin-
guistics）の研究を当該外国語について実際に行なっていくなかで当該外国語についての「学
力」をも同時に深めていくべきものと捉える，いわば「文学（部）派」（ないしは「学術派」）
と，本外国語学部が教育目標として掲げている「実際に生きて役立つ語学力」を ― 用語面で
のアナクロニズムを無視して言うなら ― まずは「生活言語としての外国語の運用能力」と捉
え，本学部 ― まずは，4独立学科 ― が目指すべきことは，まず，「当該の言語圏での日常生
活に困らないだけの当該言語の運用能力と生活常識とを身につけてもらうこと」であり，身に
つけたものをどのように活用し，どの方向に更に伸ばして行くかは，その上で学生本人が選
択・決定すべきことであるとする，いわば「生活言語派」とでもいうべき捉え方の間の或る種
の対立と，それに由来する学部の基本性格についての見解の相違である。
前者は，たとえば「しょうもないことをクソ達者に喋れたところで，何になる？実用会話な
どは街の語学校で習えばよい。大学には真理探究という崇高な使命がある」と言う。それに対
して，後者は，たとえば，「ゲーテ，シラーについて高邁な議論を ― 現実には，多くは日本
語で ― 展開することができても，たとえばドイツの駅で切符1枚自分で買えなくて，ドイツ
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語のプロと称することができるのか？」と反論する。いずれもまずは虚構の議論と考えて構わ
ないが，本学部設立期にはまだ実際に成立しえた議論であり，類似の経験は部分的には報告者
自身にもある3）。
この対立は，たとえば，「ドイツ語を教えるのは独文学，ドイツ語学の研究者であるのが当
然で，それ以外の人には，ドイツ語を（大学で）教える資格はない」といった言い方に象徴さ
れる見解と，たとえば，「ドイツ語圏での生活経験が十分にあり，ドイツ語を教える資格・能
力を実際に有しているなら，研究・専攻領域がドイツ文学・語学でなくても，本学部でドイツ
語を教えることはできる筈」とする見解の間の対立とも通底するものをもっているように思わ
れる。（すぐに触れる『中間答申』では，その39頁以降でこの点に関係する提言も行なわれて
いる。）
Ⅱ．『中間答申』（昭和45年・1970年）にもとづく「新制度」の導入
1．いわゆる『中間答申』
開学から4年を経て，いわゆる「完成年度」が経過した翌年の昭和44年 ― これは外国語学
部にとっては，設立年度の入学生が「専門課程」に進んだ年でもあった ― 荒木総長の諮問を
受けて「教科課程およびそれに付帯する諸事項」について全学レベルでの根本的見直しが行な
われたとのことであるが，その成果として作成・提出されたのが，京都産業大学教学委員会教
科課程専門分科会『中間答申書』（昭和45年7月1日付，以下『中間答申』。）である。
この答申自体は「中間的」というエピテトンが付された姿のままで今日に至り，そこに盛ら
れたラインの延長線上での「最終答申」が出ることはなかったが，この答申は外国語学部にと
っては（一部に関しては現在も尚）実質的最終答申の役割を果たすこととなったように思われ
る。
『中間答申』が外国語教育について行なっている提言（32頁以降。）は，必ずしも本学外国
語学部の専攻語教育のみを念頭に置いたものではないと思われるが，本学外国語学部はそこで
なされている諸提言の中の幾つかをかなり忠実に実行に移すことになる変革を行なっていく。
当時を知る人の話によれば，この変革で目指されていたことは，本学部の卒業生が，自分が
専門とする ― より実態に即して言うなら，多少とも他の人々より得意としている（筈の）―
領域について，その卒業生の専攻語を母語とする相手と対等にディスカッションができるよう
な人材をより実効的に養成することを可能とするためのいわばシステム改造であった。設立以
来2年間の経験が既に，2年間にわたる外国語学部の既存のカリキュラムでは，このレベルに
まで学生を導くことができないことを明らかにしていたことがこの改革改造の根底にあったも
のと推測される。
いずれにしても外国語学部はこの『中間答申』の中の関係部分を順次かなり誠実に実行に移
して行くことになる。ただ，『中間答申』にもとづく「新制度」への移行がいつ開始されたの
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かについては，「新制度」の内容をも踏まえて正確に確認することはできなかった。『中間答
申』が出された年度の次の年度，すなわち昭和46年度の『学生便覧』は，外国語学部の学生
のための履修の枠組について，「昭和46年度入学生より適用」との全般的注意書きとともに，
「昭和46年度入学生は別途の履修指導によること」とあるが，その「別途の履修指導」の内容
を文書化しているものを直接に目にすることはできなかった。（三好教授のご教示によると
「新制度」への移行は46年度に開始されたとのことである。46年度の『学生便覧』の中の上記
二つの注意書き，さらには，昭和47年度用の『学生便覧』に，「昭和45年度及びそれ以前の入
学者に対する移行措置」－ 89頁 －，あるいは「昭和46年度入学者のうち言語学科言語学選修者
に対する移行措置」－ 90頁 － といった項目が見られることからも，同教授のご教示の裏付けは
十分にあるように考えられる。）
2．『中間答申』にもとづく「新制度」の内容
1）組織面での枠組の変更
昭和47年度入学生用の『履修要項』の記載事項が46年度に導入された（と推定される）「新
制度」をその概要においては反映していると仮定した場合，45年度までのもの（および上記
の「但し書き」が付された上で46年度用に掲載されているもの）と比較して目につく点は，
まず専攻語授業が置かれている枠組について見るとして，設立当初から「教養課程」に組み入
れられていた1・2年次生向けの「専攻語授業科目」が，1年次目からいずれも「専門課程」に
組み込まれ，専攻語の授業科目が全て，カテゴリー区分上も，「専門課程の授業」とされてい
ることである。これは，或る言語ないしは外国語をマスターするためには4年間の専門的一貫
教育が必要であるとの学部設立当初の考え方がカリキュラム構成の面でも徹底され，1・2年
次生向けの専攻語科目には，教養課程の科目でありながらも，担当者は外国語学部の教員が当
てられるという一種のねじれ現象が制度の上でも解消されたことを意味する。（同時に，これ
は，『中間答申』のいう教養教育と専門教育の「くさび型」の「相互乗り入れ」－ 17頁 － を実
行に移したものの一つであるとも言えよう。）
2）「グレード制」と「綜合学習」（「総合学習」）方式の導入
学生にとってより重要な意味を持つことになる点としてまず想起しておくべきと思われる点
は，卒業に必要な単位が130に減じられた上で，専攻語学修について「グレード制」が導入さ
れたことであろう。
実際に新制度全体が問題となる昭和48年度以降の形態では，1・2年次生向け専攻語科目を
グレードI，3・4年次生向け専攻語科目をグレードIIとし，グレードIにおいて一定数の単位数
を取得しないと，グレードIIに進めないと同時に，グレードIの内部においても1年次生向けの
単位数のうち一定数の単位を取得しないと2年次生向けの科目を履修できないこととし，「基
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礎から確実に積み上げていくことが必要」との学部の姿勢ないしは期待がカリキュラム構成の
面でも一層明確にされている。（ただし，47年度用『学生便覧』ではまだ，1年次生向け専攻
語授業のみがグレードI（10単位）とされ，2～4年次生向け専攻語授業が全てグレードII（24
単位）とされていた。48年度用『学生便覧』では，上で触れたように，1・2年次生向け専攻
語授業がグレードI（計20単位）とされ，3～4年次生向け専攻語授業がグレードII（14単位）
とされた。言語学科言語学選修のみは48年度用『学生便覧』でも専攻語授業については，「第
1学年にグレードI（10単位）のみ必修する」としている － 83頁 －。）
さらに，呼称と実態を大きく変えつつも主要な点において現在なお効力をもち続けている規
則の出発点となったこととして特記しておくべき点に ― 昭和47年度の『学生便覧』にある
形態では ― 1年次生向けのグレードIの諸科目（の一部）に「綜合学習」（『中間答申』におけ
る表記。75頁。）が導入されたことである。（ちなみに，ドイツ語学科は『中間答申』にはない
「総合学習」を用いている。この用語の使用・表記については，48年度用『学生便覧』では双
方が混在している上に，フランス語学科が両表記法のいずれからも離れて伝統的区分に戻って
いるなど，その初期段階にはかなり混乱が見られる。以下においては，特に必要と思われる場
合を除いて，最終的に定着した「総合学習」ないしは「総合基本学習」を用いる。）
『中間答申』が「綜合学習」として提議している総合基本学習方式とは，そもそもの起源か
らすれば，特に英米語について第二次世界大戦中に開発され，大戦終了後も様々な形で更なる
発展を続けていたものである。その一つの系統が，かつてのいわゆる西ドイツにおいて，いわ
ゆるゲーテ方式 ― より詳しくは，ゲーテ・インスティトゥートのインテンシヴ授業方式 ―
として一定の評価を得て，既に定着していたものであり，直接にはこれが，「綜合学習」とい
う名称のもとに『中間答申』に取り込まれた。その方法論的特長は，少なくとも言語学修の初
級段階においては，それまで行なわれてきていた文法，講読，作文，会話といった伝統的科目
区分の間の壁を取り払うとともに，まず，聞き取り，話すことに慣れることに当面の最重点を
置くことにあった。
昭和49年度用『学生便覧』では，LL授業を除いたグレードIの全科目が全ての学科・選修に
おいて「××語総合基本学習I」および「同II」という科目名となっている。50年度用の『学
生便覧』からは，グレードIの合計単位数が24単位に増やされるとともに，英米語学科を除く
全ての学科・選修においてLL授業をも含めて「××語総合基本学習I」ないしは「同II」が用
いられている。さらに51年度用からは，それまで，グレード制とは別立てになっていて，「基
本科目」など様々な科目区分名で呼ばれてきていた，各専攻語圏の事情全般についての入門的
事項を扱ってきた科目をもグレード制に取り込み，「綜合基本学習IG」あるいは「同IIG」と
なっている。（なお，呼称は改めて『中間答申』のものに統一されている。）さらに，既習語を
対象言語とする英米語学科もこの年度から新制度の呼称に同調している。（学部レベルでの用
語の統一ということ以外にも何か特別な事情があったのかについては，報告者の知るところと
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はなっていない。）また，50年度には，まだ総合基本学習I（12単位）と基本科目・基礎講義I
（4単位）の計16単位のみを必修として課していた言語学科・言語学選修も，51年度からは選
択した専攻語についてグレードIの全単位（26単位）を必修として課している。
昭和50年度から，それまで伝統的名称で呼ばれてきていたグレードIIの諸科目も，3年次生
向けのものは「××語実習III」，4年次生向けのものは「同IV」に統一され，「文学部的講義で
はなく，外国語運用能力における熟達を目指した授業とすべき」という理念の徹底を図ってい
る。（なお，総合基本学習，実習といった名称は外部にはその実態が分りにくいとの理由から，
のちに対外的には ― たとえば英語で発行される成績証明書などのためには ― 伝統的科目名
―の英訳―との対応が図られることになる。）
ちなみに，昭和51年度入学生からは，外国語学部では卒業に必要な総単位数は124単位と更
に減じられている。
3）コース制への移行
「新制度」においては，専攻語授業の呼称ないしは授業方式に関する改革と並んで，もう一
つの重要な変革が「専修課程」に関してなされている。
昭和49年度より，伝統的な意味での，語学，文学を学修の主眼としていた「語学文学専修
過程」は「文化コース」と改められ，専攻語圏の地誌・歴史や，思想・芸術など文化面での諸
領域を含む広義の「文化論」をも幅広く扱うものとされた。（このコースはのちにはさらに
「語学文学コース」という名称に改められることになるが，「語学」，「文学」，「文化論」は，そ
こでもこのコースの3本柱と呼ばれることになり，「新カリ」以降も別のコンセプトのもとで
ではあるが，基本的には現在も続いている。）
他方，内容的には圧倒的に他学部の開講科目に依存していた「貿易国際専修過程」は，或る
言い方をするなら，廃止され，外国語学部所属の教員が担当する「国際関係コース」が新設さ
れ，そこでは，わが国では戦後興隆してきた「国際関係論」を主眼に学修するものとされた。
このことは，学部の目が文学部的なもののみに向けられているわけではなく，社会科学的視点
から世界情勢を学問的に学修・研究する可能性も提供されていることを対外的にも改めて明確
にする効果をもたらしたとのことである。（このコースを担当する教員組織の構成に際しては，
他学部との間に綱引きがあったようにも聞いている。）
そして，この新しいコース制は，言語学科の学生のうちの言語学を専攻としない学生にも等
しく適用されることになった（すなわち，三好教授の表現をお借りするなら，これらの学生に
ついては「言語学必修が外され」ることになった。）
なお，昭和51年度より「言語学選修」が，同時に「言語学コース」の名称をも兼ね持つこ
ととなり，外国語学部は全体としても，専攻語学修とコース学修とが縦糸と横糸となってい
る，かなり判りやすい構造を持つこととなった。ただし，これら二種の学修のいずれが主眼と
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なるべきかに関しては，徹底した議論がなされることはなかった（『中間答申』が「主コー
ス」，「副コース」に言及しているにも拘らず。55頁以降。）し，したがって，言語学コース
（と国際関係コース）の教員団と学生たちが持っていた（と推定される）ような反省的合意が
学部全体にわたって成立することも遂になかったとの印象を報告者は抱いている。
3．新制度に対する批判
「新制度」，特にその根幹をなす「総合基本学習」方式に対しては，学部の内外から一様に
歓迎されたわけでは必ずしもなかったようである。導入後数年にして，学内には，「大騒ぎし
て導入したのに，効果が上がっていないのではないのか」といった批判がかなり聞かれるよう
になり，学部教員の一部にもその声に同調する向きがあったように記憶している。
B．ドイツ語学科の場合
以上を前置きとして，以下においては，ドイツ学科に限定してその「初期状態」，および
「新制度」への対応の幾つかを例示的に記述する。
「新制度」導入とは直接の関係はない事柄ながら，報告者が本学に採用された際に，学科を
実質的に取り仕切っておられた方から最初に申し渡されたことをまず紹介しておくと，それ
は，1）本学から生活手段の主たる部分を得るからには，週に3日は講義・授業を持つように，
2）水曜午後は個人的用事を入れずに，会議等のために待機態勢をとっているように，の2点
であった。実質的には，この2点はドイツ語学科に限ったことではなく，本学部においては今
日もなお事実上の共通了解事項であるように見受けられる。
たとえばドイツの伝統的大学の文系ゼミの「構成単位の諸条件」に慣らされてきていた人間
にとっては，「キャンパス内における学生のための自習用空間の不足ないしは欠如」は，殆ど
異常と感じられるほどで，ドイツ語学科の何人かの教員は同室同僚の同意を取り付けた上で
― 1970年代初期にはまだ，本学設立当初からの在任者を除いて教員の研究室も二人部屋が普
通であった ― 研究室を学生に開放するという非常手段を講じていた，といった，報告者が本
学に職を得たとき，最初に目にした幾つかのことについても，ここではこれ以上触れないこと
にする。
Ⅰ．設立当初の学科
1．教員構成
昭和42年度発足当初のドイツ語学科の学生数は，1学年の定員が50名，クラス数は1クラス
とされていた。これらの学生を指導する教員団は，学科設立に合わせて着任された国公立大学
退任者，同じく学部設立に合わせて新たに採用されたドイツ人教員，および当時の本学教養部
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からの移籍者で構成されていた。（さらに，国公立大学の退任予定者も，後年度向け科目の担
当予定者として設立時の教員 － 予定者 － 名簿に入っていたとのことである。）
国公立大学から来られた教員は，ドイツ文学・語学の研究者で，教育面では，「読み書き」
により大きな力点を置いてこられた伝統的な意味でのドイツ語教員であり，いわゆる生活言語
としてのドイツ語の授業は，どちらかと言えば必ずしも得意とはされない方々であったと言え
よう。学科最初のネイティヴ教員は大学での教職経験に乏しく，当初は本人自身が本学科での
授業担当に多分に不安を抱いていたとのことである。教養部からの移籍者は，ドイツ語圏での
生活経験も長く，生活言語としてのドイツ語を「実際に話せ，かつ（話すことを）教えること
もできる」教員であったが，いわゆるドイツ語関係の分野を直接の専攻分野とする方ではなか
った。
ドイツ語関係の分野を直接の研究領域としていることが必須か否かということは，学科内で
も話題となったことがあるとのことであるが，この議論は学科内では比較的早い時期に終息し
たと聞いている。
発足年度は，学生は1年次生のみであったところから，当然ながら会話ないしはLL授業の
コマ数も少なく，担当可能な教員数も少なくて済んだが，中長期的には，「実際に話せ，話す
ことを教えることもでき，ドイツ語圏の生活習慣などについても体験にもとづいて伝えること
のできる」邦人常勤教員の補充採用は不可欠と考えられていたようであるし，ドイツ語を母語
とする常勤・非常勤の教員についても，本来は，「たまたま手近なところにいる人」ではなく，
大学で教える資格・能力を有する人を採用すべきであるとの考えは学科では当初より当然とさ
れていたとのことである。
2．カリキュラム内容
カリキュラムについて見るなら，設立の契機となっていたとともに，学科（というより，む
しろ学部）における教育の目標ともされていたものが，理念からするなら，「生活言語志向」，
「実学志向」が強かったにも拘らず，設立年度に入学してくる筈の学生が在学する筈の4年間
全体に向けて公にされていたもの（上記『案内』）を見るかぎり，実際に行なわれていた，な
いしは将来的に（すなわち，2年次以降用に）予定されていた授業は，科目名においても「文
法」，「講読」，「作文」，「会話」ないしは「外人実習」といった「伝統的」科目区分がそのまま
引き継がれたものであり，そこで行われていたことも，各担当教員がそれぞれ各自の理念と経
験にもとづいて「最善と考える（伝統的）教材」を用い，それぞれが「最善と考える（伝統
的）方法」で進められていた授業であったとのことである。
具体例をドイツ語学科が初めて学生を迎えた昭和42年度についてのみ挙げると，「専攻語学
（＝第一外国語）」の科目構成とその担当者は次のようになっている。
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ドイツ語講読IA 藤本
IB 六鹿
作文I 藤本
会話I 佐藤
ブルクハルト
LLI 佐藤
ブルクハルト
文法I 藤本
講読，作文，文法を担当された教員方は既にそれぞれ他学で名を馳せておられた伝統的ドイ
ツ語教育法のオーソリティーとされる方々である。会話とLL授業を担当された二人のうち，
佐藤氏は，教養部から移籍してこられた，既出の佐藤吉昭名誉教授であり，ブルクハルト氏
が，上で触れたネイティヴ教員である。上述したように，氏はドイツ語教育に携わった経験は
さしてなく，ために，まず教授法，さらには日本人学生との接し方を体得してもらうために，
佐藤氏と組んで二人の共同責任で両科目を担当していたとのことである。具体的には，「会話
I」の授業においても「LLI」の授業においても，実際に二人が一緒に教室に現れて，ドイツ語
で掛け合いを実演して見せるような仕方で授業を進めたことも，90分を一区切りとして授業
を進めるようにとの推奨がなされていた（佐藤氏。）当時にあって，実際には1コマを45分ず
つに2分し，たとえば前半ではブルクハルト氏が会話の授業を，後半では佐藤氏がLLの授業
を行なうといったことも試みられたように聞いている。
「ドイツ語を聞き，話す」ことに力点が置かれた二つの同一授業時限を日本人とドイツ人が
ペアを組んで担当するこの方法について佐藤氏は報告者の照会に応えた私信（および電話）の
中でおおよそ次のように回顧しておられる。教員側からするなら，この方法が採られたことに
は，ブルクハルト氏が日本の大学教育に不慣れな面を持っていたことにも一つの大きな理由が
あったが，実際にはそれ以上に，ドイツ人とドイツ語（のみ）で接することに，学生側が気後
れするのではないかとの危惧を教員側が抱いていたことに由来していた。そして，事実，この
危惧は当たってもいて，ブルクハルト氏が佐藤氏に語ったところでは，同氏が同席している際
には，学生たちも二人の掛け合い漫才に積極的に割って入ろうとの意欲を示して，何とかして
自分たちなりの仕方で両者に対して直接ドイツ語で話し掛けようとしていたに対して，ブルク
ハルト氏がひとりだけのときには，初めのうちは全員牡蠣になっていた，とのことである。
初年度は，教員自身にとって，いわば，大枠としては伝統的枠組の中で「ドイツ語授業の，
実用英語型の授業への転換」（佐藤氏。）を目指しての動きが開始された年であり，皆が，ドイ
ツ語をかつてのように一部学者のための「学術語」として修得させるのでなく，ドイツ人の生
活用語であるドイツ語を，それも必ずしも特別に言語吸収能力に恵まれていたわけではなかっ
1
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1
2
3
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た普通の日本人にもアクセスできる形で教える，ないしは学んでもらうための道を共に模索し
ていたと言えるのかも知れない。おそらくは担当者たちの資質・性格もプラスに作用して，二
人三脚のこの方法は，学生たちからも比較的自然に受け入れられ，ドイツ人とドイツ語で話す
ということに対する恐怖心を徐々に縮小する面で大いに役立ったように思うと佐藤氏は当時を
総括しておられる。
Ⅱ．『中間答申』にもとづく「新制度」への学科の対応
昭和46年度以降，順次，導入・整備されていった「新制度」はドイツ語学科にとっても大
きな変化をもたらすこととなった。
1．「総合学習」方式の導入
1960年代は，（当時の西）ドイツにおいても，いわゆるフンボルト型大学からの脱皮を図っ
て，伝統的大学の改組・改革や，新理念を掲げる大学の新設が盛んに行われていた時期であ
る。佐藤氏自身，当時新設されたボッフム大学（学生の受け入れは1965年より。），レーゲン
スブルグ大学（同67/68年冬学期より。）などを直接訪問して，ドイツの新設大学に見られる理
念，新しい運営方法などを調査されるとともに，ドイツ語教育に限っても，（当時の西）ドイ
ツによって国内外に展開されていたゲーテ・インスティトゥートの本部（ミュンヘン。）を訪
れるなどして，教授法で応用可能な部分の有無を探り出す努力を重ねておられた。ドイツ語学
科が「新制度」に対応していくにあたっては，同氏のご尽力の成果が決定的に作用している。
昭和46年度の実態については一部に不明な点があることは上でも示唆したが，47年度用の
『学生便覧』では，ドイツ語学修のグレードI（この年度は1年次生向けのみとなっている。）の
「文法学習」週1コマ通年で2単位，「総合基本学習」週3コマ，通年で6単位，「LL学習」週1コ
マ，通年で2単位の計10単位が必修とされた。「総合基本学習」の3コマは時間割作成上の必要
からそれぞれA，B，Cと区分されてはいたが，そこでは「初歩文法，作文，講読，会話を総
合（的に勉強）する」とされていた。そして，ドイツ人を含む別々の3教員が1コマずつ分担
したが，教科書は同一のものを使用して，伝統的区分の垣根を取払った授業を行なっていたと
のことである。それに対して，この年度はグレードIIという形にまとめられていた2年次生以
上用には，従来どおり，講読，演習，作文，LL学習等に区分された計24単位が必修とされて
いた。
昭和47年度の入学生が2年次生となった，昭和48年度には学科では一つの試みがなされた。
グレードIに配当されていた20単位を，この年度には1年次生向け8単位，2年次生向け12単位
と組み，科目「文法学習」を1年次生向け科目からは外し，2年次生向け科目に移した。おそ
らくは，ドイツ語が初習語であることを考慮して，1年次生の心理的負担を少しでも軽減しよ
うとしたものと推察される。（47年度入学生は既に1年次において文法授業を受けていたため
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に，48年度はグレードIでは科目「文法学習」は開かれていない。）1・2年次生向けの「LL学
習」のみは依然として別立てのままであった。
昭和49年度には，グレードIの必修単位数が24に増やされるとともに，文法授業も「ドイツ
語総合基本学習」に取り込まれ，1・2年次生向けに均等に各5コマずつ割り当てられた。1・
2年次向けの「LL学習」各1コマ，計4単位はここでも別立てとなっていた。
グレードIIでは3年次に4コマ，計8単位，4年次に3コマ，計6単位，全体で合計7コマ，14
単位が必修科目あるいは選択科目として配当された。
これらに加えて，グレード制からは独立した形で，両コースの学生によって共用される，2
単位配当の「ドイツ語演習IV」が学生数に対比するなら比較的幅広く開かれることになる。
なお，同じ昭和49年度の出来事で，学科にとって特記すべきことは，この年度，入学生数
がほぼ倍増し，1年次生のクラス数が2に増えたことである。そして，この年度以降，学科で
は（まず）グレード1の授業については2クラス制が通例となる。（学生数の増加は後にはグレ
ードIIの科目もリピートに似た扱いを必要とすることになる。更に加えるなら，入学生数がほ
ぼ定数に戻ってからも，1・2年次生の2クラス制は維持されている。）
昭和50年度にはグレードIの「LL学習」も総合基本学習に取り込まれ，グレードIの科目は
すべて「総合基本学習IA～IF」，「同IIA～IIF」となる。（LL学習の時限が総合基本学習に組
入れられた学部レベルでの正確な経緯は報告者には不明である。しかし，報告者が担当した限
りでは，現実にはこの時限も，『中間答申』が念頭に置いていた，自習を主眼としたパターン
練習・ドリル練習，さらには達成度チェックの効率化という意味での機能よりも，むしろ，多
人数を相手とした授業の中での個人指導の機会という要素が強くなっていっていたように記憶
している。）
そして，51年度には，様々な名称で呼ばれてきた歴史をもつ「基礎講義」も（ドイツ語学科
では「IG」として）総合基本学習に取り込まれた上，それまで伝統的名称で呼ばれてきたグ
レードIIの諸科目も，他学科・選修におけるとともに，「実習IIIA～D」「同IVA～C」の呼称
に変えられる。さらに，グレード制からは切り離されつつも，3・4年次の両コースの学科学
生にとって必修とされていた演習は，ドイツ語学科においては，この年度より学科の専任教員
全員が担当するとともに，科目名を全て「ドイツ語演習I・II」に統一して，学生は3・4年次
連続して同一教員の演習に参加することを原則とした。（ただ，新任教員については着任年度
のみ，本人の負担を少しでも軽減するために，「演習」を担当していただかない慣行となって
いる。）
51年度からのこのカリキュラム構成は，「臨時定員増期」の3クラス制，文法授業の位置付
けについての試行錯誤，実習科目のリピート開講など，微調整を伴いつつも，上で示唆した
「新カリキュラム」導入まで基本的に維持されることになる。
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2．総合基本学習導入についての教員側の反応
新制度の導入，なかんずく総合基本学習方式の導入は，古くからの議論を改めて再燃させる
可能性を秘めていた。本学科がまず目指すべきものは，生活言語としてのドイツ語なのか，学
術語としてのドイツ語なのか，さらに突き詰めて言えば，ドイツ語そのものなのか，あるいは
ドイツ語を介して到達しようと努力する真理なのか，といった根本的な問いである。
ただし，これらの問いをめぐって時間を費やして議論することは，本学科の場合，最初から
さして現実性を持つものではないと考えられていたとのことである。いわゆる「大学の大衆
化」，「学生の多様化」の事実が，そのような議論をそれほど意味あるものとはしていないよう
に見えていたのであろうか。
さらに，ドイツ語学科の場合，オーソリティーと言われる教員方も，「生活言語としてのド
イツ語から入る」ということ自体には，後述の一点を除いて，さして異を挟むことはされなか
った。1・2年次生向けのドイツ語授業がグレードIとされてからは，確かに，その内容，手法
に関しては，オーソリティーの教員方からの干渉は殆どなく，（当時の）若手教員は比較的自
由に動くことができていた。唯一，折に触れて問題とされたのは「文法」の扱いである。ただ
し，この点については，総合基本学習の担当者たち自身のあいだでも問題とされていて，反省
と様々な試行錯誤が繰り返されていた。
新制度の導入に際して，移行が比較的スムースに行なわれえたもう一つの理由は，「新制度」
のうちの幾つかの点が，常勤，非常勤のネイティヴ教員にとっては自明のことであり，従って
彼らの積極的協力が ― 後述する試験・採点評価方法等も含めて ― 比較的容易に得られたこ
とにもあったと言ってよいであろう。
ただ，新制度導入以前から在籍しておられた若手邦人教員の場合は，新制度のもとでも居心
地が良いと感じておられた方々ばかりでは必ずしもなかったように聞いている。
新制度導入以降に採用になった人々の場合は，表立って異を唱える人は少なかったと言え
る。それは，当時の学科の人事方針が，1．特定大学の傘下に入ることになるような人事を行
なわないこと（これは学科設立準備に当たっていた人々が既に念頭に置いていた原則と聞いて
いる。），2．採用候補者が総合基本学習方式で授業を進める意思と資格・能力を持っているこ
と，3．同様に「グレードII」，ないしは「語学文学コース」のいずれかの科目を担当する意思
と能力を備えていることの3点を根底に置いていて，採否決定の際の必須項目に，2，3に関し
ての候補者の意思確認が含まれていたことにもよる。さらに学科は，新制度導入後の或る時期
から，これら3点に，学科教員の年齢構成を勘案することを第4のポイントとして表現的に加
えた。（ちなみに，当時その任にあった人々がこれらの4条件を念頭に置いていたことは，結
果的に教員の新規採用を困難にした時期ないしはケースもあったように聞いている。）
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3．総合基本学習導入に伴って生じてきた諸問題
上述のようにドイツ語学科においては「総合基本学習」方式は比較的スムースに導入・実施
された。それでも，全く問題がなかったわけではなかった。ここでは，二つの点のみに触れて
おきたい。第一は，学科における「総合（基本）学習」方式に随伴していた技術的と言える問
題であり，第二は，「ドイツ語総合基本学習」方式そのものの実践面での可能性ないしは是非
に関する問題である。
1）総合基本学習の現実的可能性
まず，第二から始める。二つの点に触れる。
i ．初級授業における文法授業の位置付け
「綜合（基本）学習」方式が『中間答申』の中で提唱されたとき，提唱者が具体的に念頭に
置いていたのは，ドイツ語を例にとるなら，基本的にはいわゆる「ゲーテ方式」の派生形と言
える方式であったことは既に触れた。
この方式の一つの特徴は，「ゼロからの出発者」については，初級段階では，極端な言い方
をするなら，文法的問題にあまり拘泥することなく，とにかく，「ドイツ語で何かを言おうと
してもらう」ということ ― 様々な理由があるとはいえ，日本人が外国語学習を始めるに当た
って最も不得手としてきた点 ― を最重点に置くという点にある。学科では，オーソリティー
の教員方も，担当者たちも，いわば頭ではこの方式の有効性を理解していた。それにもかかわ
らず，授業の実際においては，「聞き取り，話すことができる」ために，「或る程度の形態論
的，統語論的知識がドイツ語においては不可欠である」という現実は常についてまわり，どの
辺で折り合いをつけるかについての現実的判断は常時揺れていたと言える。特に，主としてコ
ース科目を担当しておられたオーソリティーの教員方が，総合基本学習方式で育てられてきた
学生たちを実際に担当する段になったとき，「文法授業の必要性」を改めて痛烈に実感させら
れることとなった。
この方式導入初期に見られた強引さが多少鎮まってからは，学科は，時にIIAを，時にIA
を，また或る時はそれら双方を実質的に「体系的文法」の授業に特化して，その授業のために
も ― その授業がIIAであったときには ― ドイツで刊行された文法解説書を採用して，その
授業をもドイツ語に親しむ機会として利用しようと試みた時期もあった。（いわゆる「新カリ」
導入期には，他の学科・専修と同じように「インテンシブ・ドイツ語IF」，「同IIF」が「文法
時限」となっていた。）
学科はその試行錯誤のなかで，或る時期，「文法試験」と称していた初等文法全般について
の統一実力テストを，2年次後期の中頃に課して，学生の自覚に期待したりしたこともあった。
（ちなみに，総合基本学習において学科が範としていたゲーテ・インスティトゥートも，そ
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の京都支部では，1970年代，80年代，実際には，受講生の大多数の実態を基準に，当時の初
級クラスに受講生を受け入れるための前提として，「大学の教養課程における初級文法終了程
度の文法知識」を要求していた。）
ii．担当者間の協力
「ゲーテ方式」のもう一つの特徴は，（本来は短期集中的に行なわれる筈の，相当の時限数
にのぼる）或るクラスの授業セット（ドイツ語版に関しては2003年に現在の形をとることに
なったThe European Credit Transfer and Accumulation System －ECTS－の用語を借りるな
ら，モジュール－module－に近いものと考えてよいと思う。）については，その全てを同一の
一人の教員が担当する，という点にある。そして，学科では「総合基本学習I」および「同II」
の各6「科目」（すなわち，「IG」を除いて）をこのような（分割不可能な）セットないしはキ
ッドと捉えていた。今なお学科（教員の一部）には，各クラスの「総合基本学習I」および
「同II」（現在ではその後継科目）をそれぞれ全て一人の同一教員が担当するのが本来的な姿
と，頭のどこかで考えている向きがある。
本学の状況にあってこれは事実上不可能であるが，少しでもこの基本に近づける方策とし
て，学科では，方式導入後の比較的早い時期から，1・2年次の総合基本学習の各6コマをクラ
ス毎に，軸となる一人の邦人常勤教員が3コマ，同じく一人のネイティヴ（常勤）教員が2コ
マを担当することとし，最後の1コマについては，年度によって，一方のクラスを軸として担
当する邦人常勤教員が襷型に交錯する形で他方のクラスを担当することにしたり，第3の邦人
常勤教員，あるいは邦人非常勤教員が両クラスを担当する形をとったりしてきた。（入学生数
の関係で3クラスを置いた年度には，実質的な「文法授業時限」についてのみ例外的に2クラ
スとすることで対応したこともある。なお，後に加わってきた「IG」については，一人の教
員が担当したこと，別々の二人の教員が前・後期と分担したこと，学科の全専任教員によるリ
レー講義形式をとったことなど，さまざまである。現行制度において「IG」の後継科目と言
える「ドイツ学概説」では，最後に挙げた形式を採用している。）
この状況の中で，「あたかも一人の教員の指導を受けているかの如き」擬制を少しでも理想
に近づける形で演出するために不可欠のことは，担当教員間の「事前調整と恒常的協力」であ
ろう。
各担当教員が総合学習の一環を担っているという明確な意識のもとで，「我，ないしは我流
を捨てて，協力し合う」ことを可能とするための方法として学科は方式導入後の早い時期に二
つの方法を順次採用した。
a．共通教材の使用
新制度導入当初は，総合学習全体の実質的中軸となった教員たちが，ドイツで刊行されたも
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ので，ゲーテ・インスティトゥート等で既に一定の評価を得ていた教科書を総合学習用に選
定・採用した。後に，荒木総長と当時の京都ゲーテ・インスティトゥートの所長との間で合意
がなされ（昭和49年度），ゲーテ・インスティトゥートのいわゆる「（本国からの）派遣所員」
が非常勤講師として学科に出講するようになってからは，共同開発した教材を1年次生用に投
入していたこともある。ただし，この教材には，接続する筈の2年次生向けのものが欠落して
いた。したがって，2年次生用には，その後も既存のシリーズものの中から，中級用のもの，
あるいは初級後期用のものを採用せざるをえなかった。この根本的欠陥の故に，この教材はか
なり長期にわたって使用されたが，のちには再び1年次生向けにもドイツで刊行されたシリー
ズものに復帰することとなった。さらに，授業時限数のみからするなら，1年次修了後には，
その実施はゲーテ・インスティトゥートに托されている初級終了世界統一試験（すなわち，当
時の‘Zertifikat DaF’）に挑戦できる筈との考えにもとづいて，その準備をも念頭にこの教材
が編纂されていたところから，学科学生の大多数の実態に必ずしも適合していなかったこと
も，この教科書を断念することにした一因はある。
平成3年度向け以降，総合基本学習用基本教材の選定は，学科常勤および実質的に学科常勤
に準じる担当教員の全員が参加する形で行なわれている。ただし，採用された教材によっては
必要となることがある「サブ教材」としての（日本語で説明された）「変化活用表」ないしは
「初級文法についての参考書」については，当該年次生を担当する教員のみの協議で決めてい
る。実質的な「文法授業時限」が設けられていた時期には，原則としてその時限の担当者が自
分の時限用に教材を選定し，同一年次担当の他の教員の了承を得ることとしていた4）。
教材との関連において学科が早晩解決しなければならない問題に，言語学習・教育における
到達度についてのヨーロッパ標準（The Common European Framework of Reference for
Languages. ドイツ語に関して現在の形－GERR－をとったのは2001年。）に加盟する機関が
増えてくる中で，ドイツでこの基準に則して刊行される教材と，学生の本学在学セメスター数
を同調させることが必らずしも容易ではなくなってきた点がある。（学科としては，今のとこ
ろ，「コミュニケーション論」科目の一部への内容的接続 ― たとえば，採用されたシリーズ
の継続使用 ― 等でクリヤーできないか，といった方向で模索している。）
関連する問題としては，学科が学修・学習目標として例示している「資格・検定試験」が，
日本版（いわゆる「独検」（1992年以降。）と上記のヨーロッパ標準のもの（かつての西ドイ
ツで1962年に開始され，順次整備されていっていたものが，現在，上記GERRに適合させる
べく，下級段階から改めて調整が進められているもの。）とでは必ずしも同調していないとい
う点がある。本学科は，まず，「生活言語としてのドイツ語」を目指すという原則から，ヨー
ロッパ標準型にシフトしているが，日本側の態勢も徐々に変化してきている現在，今までの姿
勢が学科の学生（の大多数）にとって今後も真に適切であり続けるか否かはまだ議論が尽くさ
れてはいないと言えよう。
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b．総合試験と総合判定の採用
教員間の相互協力を前提とする総合学習方式を支える一方の軸は，教材の共通性であろう。
ただし，上述のように，ドイツで刊行される教科書はいずれも複数の教え手による分業を想定
してはいない。にもかかわらず，本学科の総合基本学習においては，複数の教員が同一教科書
を用いて同一学生を相手に授業を行なわねばならない。このことは，複数の教員があたかも一
人の教員であるかのように，学生には立ち現れる必要があることをも意味するが，「一人の教
員であるかのように」という点は，あくまでもフィクションにすぎない。ここから，今流に言
うなら，シラバス執筆の段階から，授業期間全体を通して担当者間の絶えざる情報交換が要求
される。このような緊密な協力関係を成立させるための手段として，ドイツ語学科は昭和49
年度から，グレードIについては，当該年次担当の教員全体 ― 非常勤講師，学部外常勤教員，
邦人・ネイティヴ教員を含めて原則的には両クラスの全担当教員 ― による口述試験と総合筆
記試験，および総合判定を行うという制度を導入した。
爾来，口述試験は各年度末に，筆記試験は学期末毎に行い，セメスター制導入以前の方式を
例にとるなら，各年度末に前・後期の各筆記試験，後期の口述試験，および全担当教員が持ち
寄る年間の平常点にもとづいて，まず各年次毎の担当者全員による総合判定会議を，ついで総
合基本学習（現在ではインテンシブ）科目担当者全員（すなわち当時の区分を援用するなら，
グレードIの担当者全員）による確認会議を経て，履修生の成績を決定するという方法をとっ
てきている。
これは，一方では担当者各自が自分たちの一体性を明確に意識するためであり，一方では採
点評価の客観性を少しでも高めるためであった。
筆記試験の問題・設問は原則として担当教員全員で出し合ってきている。採点は担当クラス
の軸となる邦人常勤教員が行うが，総合判定会議の際には「答案の現物」を持参し，疑義があ
る場合は，他の教員がチェックできることになっている。なお，グレードIの授業全体が基本
的には，実際的なコミュニケーションを重視する専攻語授業であるとの基本性格を勘案して，
筆記試験もいわば口述試験的性格をも兼ね持つべきものとの考えにもとづいて，極力，問題数
を多くして「思案熟考する時間的余裕」をあまり与えないようにするとともに，採点に際して
は，主としてコミュニケーション能力をチェックしたい設問においては，特に総合基本学習I
（現在の「インテンシブ・ドイツ語I」および「同II」）にあっては，文法的な誤りやスペルの
間違いなどは，コミュニケーションが成立しないと判断されるもの以外は，大目に見ることに
している。
総合判定における合格点は，絶対評価方式で60点から95点まで，5点刻みでつけられる。時
として例外的に98点が与えられることがある。（過去1回だけ，100点が与えられたことがあ
る。この関連で言うなら，将来的には，外国語学部も「帰国学生」などについて「飛び級」的
な制度を考えておく必要があるかも知れない。）或る時期以降，不合格の場合は一律30点をつ
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けることとしているが，これは，学部教授会の或るセッションでの或る指摘を契機として，不
合格であることを明確にするためにのみ採られている措置である。（同一科目履修生全体の平
均点に許容範囲が設けられてからは，この点での見直しが進められている。）
「総合基本学習I」および「同II」においては，いわゆる「新カリ」の導入までは，各履修生
にそれぞれ単一の採点評価がなされた。それは，一つには，学科では，たとえば「総合基本学
習I」は2単位配当の科目が6個集まったものではなく，12単位配当の単一科目が，便宜上6回
に分けて授業されているという理念（上出の用語を用いるなら，12単位配当の1モジュールと
いう考え方）に基づくとともに，初習語の場合，初
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・
，たとえば，文法には強
いが，聞き取り，発話力には弱いといった学生をつくってはならない，という理想論とも関っ
ていた ― 現実にはこれが，理想論であるとともに或る程度までフィクションでもあること
は，意識されてはいたが。
この採点方式は，学科外において幾つかの波紋を惹き起した。いわく，「ドイツ語学科は
（卒業式での）学部総代狙いをしている。」いわく，「不合格者にとって余りに非人間的な制度
である。」いわく，「教員の人格を無視した制度である。」いわく，「学修・学習の実態を無視し
た制度である。」これらは，最初のものを除けば，いずれも，一面の真実を突いていると言う
べきであろう。学部レベルでの「新カリ実施要項づくり」の過程で，「インテンシブ・××語
I」から「同IV」をそれぞれ，基本的には単一科目と見なして，成績評価はその全科目に単一
のものをつけることを原則とする，としつつも，他方では，A，B，Cをよりコミュニケーシ
ョン志向的な要素の強い「科目群」とし，D，E，Fをより文章構造に力点が置かれる「科目
群」として，例外的なケースにあっては，二つの「科目群」に別々の採点評価をしてもよい，
との決定がなされた（英米語学科のみは三つの科目群に区分した。）のも，これらの批判の持
つ真実の側面を無視することができなかったことによるものと思われる。
ただし，この決定にはそれなりの利点があることは確かであるとしても，この決定によっ
て，この決定までの経緯に通じておられない方々にとっては，「インテンシブ・××語I」～
「同IV」がいずれも，「本来的には単一科目と見なすべき科目群で，成績評価はその全科目に
単一のものをつけることが本来の原則」であったことが意識の中から薄れていく危険を含んで
もいるように思われる。（平成12年度用の「学生便覧」中の関係記述は既にこの方向での一歩
を踏み出していると見ることもできる。）
なお，インテンシブ科目等で，同一科目の履修生全体の平均点についての許容範囲が定めら
れてからは，A，B，CとD，E（，F）に別々の点数が与えられる場合は，学科では両者の平均
点を関係履修生全体の平均点算出のための数値として使用している。
4．「コース制」の導入等について
学科では，「実習科目」（「新カリ」以降の「コミュニケーション論」に対応。），「コース科
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目」，「演習」については，可能な限り広範に開講して，学生の多様なニーズに対応するように
努めてきている。ここでは二つの点についてのみ触れる。
1）学科専任教員全員による演習担当
内的同意を伴って受け入れていたとしても，自分が教えたいと思っていることを，教えたい
と思っている仕方で教えることが常にできるわけでは必らずしもない可能性を内包している
「総合（基本）学習」方式の導入 ― 後述するように，学科ではのちには更に「グレードII」
の諸科目についても或る種の規制が加えられることになる ― は，担当教員の一部にとっては
かなりのストレスとなりうるとの危惧がこの方式の提唱者・推進者たちの間にはあった。その
解消策の一つとして，学科は，制度導入当初から学科の専任教員全員に「演習」を担当するこ
とを認め，しかも原則的には3年次，4年次の2年間にわたって同一の学生を担当できることと
し，そこで扱われることについては，次で触れる二つの配慮を別にすれば，「ドイツ語演習」
という名称が許容する範囲のことであるかぎり，他に内容的方法的規制は加えないこととし
た。
2）「グレードII科目」，「コース科目」および「演習」についての申し合わせ事項（‘Überein-
stimmungen’）
学生数の増加はクラス指定の段階でのクラス数の増加をもたらしたが，グレードIIの科目群
についての一種のリピート化をも結果することとなった。学科では，この機会を単にリピート
化に用いるのみでなく，名称が同じ科目を番号で区別して，それぞれ内容的にも一定の差別化
をし，学生の要望の多様性に可能な限り沿える態勢を整備するためにも利用した。コース科目
の差別化のために使用された用語は，大枠については伝統的な科目名称から採られていたが，
テーマの範囲や，授業の形態についての更なる限定を加えたものになっていた。目指されてい
たのは，学生の側からすると，授業内容に重複が生じない，選択の幅を少しでも広がる，さら
にはスロースターターのために「復習」，「弱点の克服」の機会が提供されるといった諸点であ
った。これらの科目群についての申し合わせ事項は，いわゆる「新カリ」導入以降も，変更す
べき諸点に変更を加えた形で存続している。違反の有無のチェックは，（現行の呼称で言うと）
カリキュラム委員が可能な範囲で行なうことにしている。
グレード制とコース制の枠外にあった「ドイツ語演習」については，他の担当者の演習内容
との内容的重複を避けるよう目配りすることと，両コースの学生が参加する可能性があること
に留意することの2点のみが申し合わせ事項に入れられた。（言語学コースの学生の参加は ―
初期を除いて ― 実質的には皆無となっていた。）これとは別に，2年間にわたって同一教員に
就くということのもつ重みを考慮して，2年次目の12月，意中のゼミを（いくつか）テスト訪
問をした上で，履修開始年度に向けて予備登録をしておくという制度が，幾つかの試行錯誤の
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あと，定着した。いわゆる「新カリ」導入以降は，「演習」の性格が基本的に変わったところ
から，内容的重複回避についての申し合わせのみが実質的に学科固有のものとして残り，他の
点では学部レベルの規定にそのまま沿っている。
5．学科としての卒業判定会議
学部教授会の卒業判定会議に先立って，卒業年度（・セメスター）に当たっている学科学生
について，学科開講科目に関してのみ，常勤・非常勤・学科外常勤を問わず，全担当者（およ
び該当科目を担当していない学科常勤教員）が参加して，学科としての卒業判定会議を行なっ
ている。（非常勤講師については，事情によって，「文書」による参加をお願いするケースもあ
る。）この会議での結論が出るまでは，該当科目の担当者は，学生の成績を「成績表（事務室
行き）」に記入することはしないことにしている。
結びに代えて
重大な遺漏・勘違いがないことを希望しつつ，以上をもって要請された報告としたい。貴重
なご教示を賜った同僚・先輩方，本学創成期の文書の閲覧を快く認めてくださった教務部の
方々には改めて感謝の念を表明したい。誤謬，錯誤，重大な遺漏等については寛恕をお願いす
るとともに，必要な修正，補正をお願いしたい。
付記1 外部機関との協力の試み
適切なネイティヴ教員の獲得に学科が意を用いていたことは本文内でも示唆したが，京都の
ゲーテ・インスティトゥートの「派遣所員」の出講について緩やかな契約を交わしたのも，こ
の方向での努力の一つであった。しかし，この「契約」は出講の当事者となりうる「派遣所
員」や，さらには所長の転勤・交代と共に，実質的には立ち消えとなっている。（その後も単
発的な出講年度はあったが。）
同じ意向から，より持続的な「制度」を志向して，ミュンヘン大学の講座「非ドイツ語圏出
身者のためのドイツ語（Deutsch für Ausländer）」との協力関係を構築し，同講座の課程修了
者の一人に常に ― 正規の常勤ネイティヴ教員とは別に ― 一定の「任期」で交代するいわば
「有期特別非常勤講師」として在任してもらうとの構想を打ち出し，1983年4月開始を目指し
て，1981年から82年にかけて，当時，学科を実質的に取り仕切っておられた教員，当時の学
部長，学長・理事長の了承を得て交渉を開始し，先方とのコレスポンデンスはすべてその都
度，前記三者にフィードバックしつつ事を進め，細部の詰めを幾つか残すのみ，というところ
まで交渉が進んだが，82年秋，当時の事務局長を介して，交渉を停止するようにとの指示が
あり，実現に至らなかった。この指示の理由は示されなかった。
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なお，1980年代前半であったと記憶するが，同講座の1履修生より，本学科で教育実習をさ
せて欲しいとの申し入れがあり，当時の学部長に伝達したが，謝絶するようにとの指示があっ
た。それが上層部の意向とのことであった。（平成17年度，類似の申請を行なったが，こちら
は受理されている。）
当時は，わが国の大学，および大学以外の諸学校への留学生の一部に種々の形でジャーナリ
ズムを賑わす人々がいたことと無関係ではなかったとも思われるが，上層部の一部に一種の
「外国人アレルギー」とでも言えるような傾向があるのでは，との憶測が教員団の一部で囁か
れていた時期でもあった。
外国語学部の一部の学科・専修から，いまでいう「在学留学」の制度を何らかの形で本学で
も導入して欲しいとの強い要望が教授会のセッションでも繰り返し提出され，その都度その要
望を当時の「（全学）教務委員会」に伝達したが，そのような折の或るとき，現地を一定期間
体験してくることが外国語学部学生にとってどれほど有意義であるかを説明して理解を得よう
としていた際に，列席者の一人から，「外語はそんなに自信のない授業しかしていないんです
か？」との反論を受けたことがある。説明のまずさという点には触れずにおくとして，留学自
体の意義は認めるものの，留学は本学での課程を終了した上で，卒業後に当該者が自らの責任
で行うべきことで，（外国語習得というケースをも含めて）当該学生の在学中に本学が面倒を
見るべき性質の案件には属さないというのが，当時の「上層部」の支配的見解であったようで
ある。
その後，本学上層部の方針が大きく変わったことは周知の通りであるが，学科では，構成員
の一人が，成人した人間がたとえばドイツ語を始めようとする場合，早い時期に現地体験を持
つことが，限りなく必要性に近い有用性を持つことを明確に認識して，早い時期から，個人的
努力によってミュンヘンの一私学校と提携して，最近まで毎年，その学校の夏期講座に何人か
の学生を送り込んでこられた。
付記2 学科での課程修了後について
学科設立の目標が達せられているか否かについて全般的な判断をすることは本報告が自らに
課した課題を超えるので控えることにするが，なお，二つの案件に触れておきたい。
a．大学院構想
本学部関係では，昭和52年4月より中国語学専攻と言語学専攻の大学院修士課程が設置され
たが，引き続き，53年4月設置に向けてドイツ語学科関係でもドイツ語学専攻の修士課程の設
置を申請したいとの打診が上層部よりあり，ドイツ語学科構成員の一部でも対応が協議され
た。可能的修了者の将来等を勘案して，高度な通訳養成にもつながるような実務系大学院なら
ともかく，従来型の学術的大学院には賛成しかねるとの見解がそこでは支配的であったが，当
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時の小堀副総長より上層部の意思が改めて伝えられたうえで，申請手続きが開始され，人事面
での具体的配慮なども進められていた。年末近くだったと記憶するが，申請が受理され，審査
にもパスしたことが同副総長より学科に通知があった。しかしその後，学内事情により申請自
体が取り下げられ，開設に合わせて採用が内定していた方には，副総長ご本人が直接，陳謝に
赴かれたとのことであった。『荒木俊馬日記』（京都産業大学　2003年）には，この件との関
連で，1978年（昭和53年）2月25日の項に，「ドイツ語大学院専攻大学院認可申請の件につき
本日，柏，西間木と打ち合わせ」との記述が見える。
b．教職課程
創立者の意向が或る程度知られているという意味で類似する案件として，教職課程の件をも
ここに加えることができるかも知れない。荒木総長は生前，外国語学部関係では英米語以外に
は教職課程をつくる意思は持っておられなかったようである。職場が実際には皆無に近いとい
う（当時の）実態についてのご指摘に加えて，「デモシカ先生」を養成しても無意味であると
の趣旨のご発言を直接，耳にしたこともある。平成11年度，外国語学部でドイツ語学科にも
教職課程をとの話が持ち上がった際に，学科は，ドイツ語科教員免許のみで教職に就くことの
できる可能性は皆無に近いとの理由から，必ずしも乗り気ではなかったが，学部内のバランス
という理由付けをもって同調を求められ，結局，平成12年度以降，ドイツ語学科においても
教職課程関係の科目が開講され，教員も履修学生も可能な限りでの努力を続けてきている。し
かし，ドイツ語科教員免許を取得した卒業生で，希望通りにドイツ語を教えることのできる職
に就けた者はまだなく，実際に教職に就こうとの志を持ち続けている卒業生は，英語科の教員
免許をも取得すべく，改めて他学の通信教育等で努力中というのが実状である。この点でも，
学科は責任を全うしているとは言えないのではないかとの感を抱いている。
付記3 いわゆる「新カリ」，「新々カリ」への移行
平成12年度に導入されたいわゆる「新カリ」にはかなり錯綜した前史がある。発端は，昭
和63年度（1988年度）に構成された「外国語学部将来構想委員会」が平成3年度末に教授会に
提出した「答申」であると見てよいと思われる。この答申は，学部教授会から受けていた付託
の性格上，学部内の諸問題，特に「コース科目」と「文化基礎科目」についてのカリキュラム
構成面での見直しを中心に作業を進めていたために，平成3年度年度途中に公表されたいわゆ
る「大学設置基準の大綱化」を直接取り込むことはしていなかった。このいわゆる「大綱化」
は，その内容自体からするなら，その趣旨においては，既に上記『中間答申』全体を貫いてい
たものと同一線上にあるものと言えたし ― すなわち，或る意味では本学にとっては必ずしも
新しいこととは言えなかったし ― その上，何よりも，いわゆる「教養教育」の重視と，それ
故に教養教育と専門教育を「くさび型」，「相互乗り入れ型」（同17頁。）で行うという（『中間
京都産業大学外国語学部ドイツ語学科の場合 131
答申』に盛られている）本学独自の二原則を堅持するとの理事者側の声明（典拠となる教授会
議事録等を見出すことはできなかった。）は学内の大方の賛同を得ていたとの印象を同委員会
委員たちも共有していたところから，あえてこの関連で問題となりうる事柄に手を染めること
はしなかった。
学部教授会は将来構想委員会の答申を或る意味で棚上げにした形（いわゆる「改革のための
A案」）にして，学部の当時のカリキュラムの問題点の具体的洗い出しに改めて取り掛かるべ
く，平成4年度，「カリキュラム検討委員会」を構成した。この検討委員会の答申は平成5年度
末に教授会に提出され，教授会はさらにその答申が問題点とした諸点について具体的見直し案
を作成すべく平成6年度に向けて「カリキュラム改革委員会」を構成することを決定した。こ
の改革委員会の答申は平成6年7月に第一次答申が出されたあと，何回かの修正と，教務部に
よる規則・規程面の技術的チェックとを受けて，最終的に平成7年3月に教授会に提出され，
教授会はこれを受理するとともに，『外国語学部改革案』として上申することを決議した。
そのあと，外国語学部が次の行動を起こすに先立って，平成7年5月25日，外国語学部所属
教員の一部と当時の教養部所属教員の一部（および一部の事務職の方々）が指名・招集され，
そこで，列席教員に対する口頭辞令をもって「京都産業大学外国語学部等改組改革特別委員
会」が構成されるとともに，司会をしておられた理事長兼学長より，爾後の委員会活動の「基
準」となるべき文書『外国語学部等の改革のために』が ― そのような基準が示される方が委
員たちにとって行動し易いという点についての委員たちの意向確認がなされた上で ― 提示さ
れた。（この文書には，作成・交付期日も，作成者・責任者の名前もなく，外国語学部所属の
委員の一部からは，直ちに内容的疑義が提出され，委員会の責任者の尽力で，のちに内容の一
部が撤回・削除された。）
この特別委員会は，数次のミーティングを重ねたが，当時の教養部所属委員と外国語学部所
属委員との思惑の違いには埋めがたいものがあることが次第に明らかとなり，当面は二つのグ
ループが別々に作業部会として作業を進め，或る程度固まったところで全体会議を開くという
方法を採ることが了承された。
平成8年に入ると，当時の教養部所属委員が構成していた作業部会が，事実上，新学部設立
準備委員会としての性格を明確にしていく一方で，外国語学部側の作業部会は「全学に対する
寄与」を視野に，そのための「余力」を生み出すべく外国語学部の組織とカリキュラムを変更
するための素案づくりをするという方向へと押し流されて行った。ただし，「全体会議」も
細々ながら不定期に行なわれてはいた。平成8年10月に学長が交代したあと，平成9年1月8日
に「京都産業大学外国語学部等改組改革特別委員会」は解散され，そのあと（解散前の委員会
の）外国語学部側作業部会については，（委員会解散前の）外国語学部側委員のみで「外国語
学部改革特別委員会」として継続していることが，1月16日に当時の佐藤副学長から（口頭
で）伝達された。
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新生「外国語学部改革特別委員会」は紆余曲折を経つつ作業を続け，平成10年3月，一旦は
理事長宛に作成した『同委員会答申』を理事長の指示で学長宛に変更して提出した。
この『答申』が外国語学部に関して受理されたあと，学部に交付され，学部はその『答申』
の「実施要領」に当たるものを作成し（その段階で加えられた一見，微調整と見えるものにつ
いては本文内で触れた），平成12年度より実施に移された。いわゆる「新カリキュラム」（「新
カリ」）である。そこでは，時を同じくして全学的に導入されたいわゆるセメスター制度とも
相俟って，学部で行われてきていたグレード制もその大部分について実質的には骨抜きとなっ
た。更に，その後学部では，「新カリ」の完成年度以降を目指して，更なる変革を加えるべき
とされ，いわゆる「新カリキュラム」（「新々カリ」）がつくられて，平成15年度より実施に移
されていることは周知の通りである。
既に「新カリ」がつくられる段階で，「演習と（語学文学コースの）卒論の選択科目化」，そ
れまでの「グレードII」に対応する科目の大部分の選択科目化に反対してきたドイツ語学科の
教員の多くは，「新々カリ」について，一方では上記『中間答申』の「主コース・副コース構
想」を，その気になれば，学生自身が自らの選択で実行していくことができるシステムになっ
ているという点では評価しつつも，現在ある姿のままでは，学生に対して学科としての責任を
果たしているとは言えないのではないのかとの危惧を抱いているとの印象を報告者は受けてい
る。
注
1）スイスおよび当時のいわゆる西ドイツでの長い滞在のあと，昭和40年早春，本学の第一期生受け入
れに間に合うよう帰国された。昭和40年度の『履修指導と教養課程案内』に，ドイツ語担当者とし
て向島諦宣氏，新田政則氏に挟まれる形で佐藤吉明の名が見られるが，これは佐藤吉昭，厳密にはJ
昭，のミスプリントと思われる。本報告でも大きな役割を担っているいわゆる『中間答申』作成にお
いて中心的役割を果たされたとともに，「ゲーテ方式」に則ったドイツ語教員養成課程の実態を身近
に経験できる立場におられた上に，自らも，日本およびドイツのゲーテ・インスティトゥートを訪ね
て，いわば「ゲーテ方式」についてのノーハウの調査を幾度も行なっておられた。本報告では様々な
姿で登場しておられるが，本報告が「・・と聞いている」，「・・とのことである」と伝聞形で記述し
ている内容については，他に情報源が明示されない限り，その大部分を同名誉教授に負っている。
2）ちなみに，これらの時限数は，現在の水準に当てはめても決して少ないとは言えないものである。
現在のたとえば，ゲーテ・インスティトゥートが執行を付託されている諸試験を受験するための目安
とされている時限数と対比するなら，上記の時限数のうち，言語学科における最も少ない場合の数字
をとっても，「生活言語としてのドイツ語運用能力の認定」とされる‘Zertifikat Deutsch’が前提と
している時限数 ― 45分授業で400～600時限 － http://www.goethe.de/dll/prf/pba/zdt/vpr/deindex.
htm － 2005年8月現在 ― に匹敵している。
3）僭越な言い方ではあるが，この種の幾つかの経験が，1970年代初期，「佐藤君が何か新しいことを
始めようとしているようなのだが，手伝う気はないか」という趣旨の総長先生のご勧誘に，報告者が
応じさせえていただく気持ちになった要因の一つではなかったかと思っている。
4）網羅しているとの主張を掲げることはせずに，総合基本学習/インテンシブ授業用に採用されてきた
中心教材名を以下に列挙する。
S46（‘71）以前については不詳。
S47（‘72）：1年次生の「総合＋LL」用：Deutsch als Fremdsprache, Ernst Klett Verlag, Stuttgart
京都産業大学外国語学部ドイツ語学科の場合 133
1969－.
S50（‘75）：1年次生の「総合＋LL」用：Deutsch auch für Dich,（活版印刷版）。
（S50：2年次生用：Deutsch als Fremdsprache II, Ernst Klett Verlag, Stuttgart 1971－.）
S51（‘76）入学生より：1年次生の「総基IA～IE」用：Wir lernen Deutsch sprechen, 三修社　東京
1977－.
（S51：2年次生用は寄せ集め「撰文集」。）
（S52～54：2年次生用：Deutsch für die Mittelstufe, Max Hueber Verlag, München 1974－.）
（S55～57：2年次生用：Deutsch 2000 2, Max Hueber Verlag, Ismaning 1993－.）
H3（‘92）入学生より：Sprachkurs Deutsch － Neufassung, Verlag Moritz Diesterweg Verlag,
Frankfur a. M./ Sauerländer, Aarau 1989－.
導入時期不詳：Themen, Max Hueber Verlag, München 1983－.
H11（‘99）入学生より：Themen neu, Max Hueber Verlag, Ismaning 1992－.
H18（‘06）入学生より（予定）：Passwort Deutsch, Ernst Klett Sprachen, Stuttgart 2003－.
The Case of the German Department of the Faculty 
for Foreign Languages of the Kyoto Sangyo University
Ken YAMABE
Abstract
Since 1970, the Faculty for Foreign Languages of the Kyoto Sangyo University, Kyoto Japan, intro-
duced gradually a new curriculum system for its students, i. e. for the students in the beginner classes, the
so-called “intensive method”, and, for those in the advanced classes, except for those, who in the strict
sense specialize in linguistics, language lessons, which are specialized for conversation in the advanced
stage. Furthermore, they must take a choice in one of two directions: the linguistic-literary studies or inter-
national relations.
The departments and sections of the faculty have put into practice the new system, but not always in the
same way, or with the same intensity.
The article reports, after a description of the new system in the faculty, what the German Department did
to realize the rules in the new curriculum system.
It introduced for the intensive lessons the so-called Goethe-Institute-Method with joint-examinations and
-marking by all related teachers having the common conviction, that six lessons, which one intensive
course contains, comprise one indivisible module.
It offered in the advanced courses as many classes as it could, because the Department was convinced,
that the students should make use of as many possibilities as possible. In order to fulfill this purpose, it
made every effort to harmonize and coordinate subjects and methods of teaching among the staff responsi-
ble for those classes.
Keywords: methodology in lessons of/in German, intensive method, integrated lesson and integrated
marking, preceding consultation on the subjects and methodology in the advanced classes.
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